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今後の野生イノシシ豚熱対策の対応方向 

 

令和３年 10月 

消費・安全局 動物衛生課 

 

１ 経口ワクチン散布の経過 

（１）平成 30年９月、我が国において 26年ぶりに豚熱が発生し、野生いのししを介した

豚熱ウイルスの拡散防止対策を講じる必要があることから、ＥＵ等における取組を参

考に、我が国初めての取組として、平成 31年３月から岐阜県及び愛知県の 2県で経口

ワクチンの散布を開始し、散布開始から２年以上が経過した。 

 (２) 野生いのししにおける豚熱の新規発生は、平成 30年度に２県、令和元年度に 10県、

令和２年度に 12 県、令和３年度に１県、と拡大しており、現在までに計 25 都府県で

野生いのししの豚熱が確認されており、経口ワクチンについては散布開始～令和２年

度末までに 23都府県で約 100万個を散布したところ 

 陽性イノシシ確認県 

*岐阜県、愛知県、三重県、福井県、長野県、富山県、石川県、滋賀県、埼玉県、

群馬県、静岡県、山梨県、新潟県、京都府、神奈川県、茨城県、東京都、福島県、

奈良県、大阪府、和歌山県、栃木県、山形県、兵庫県、宮城県 

 

 経口ワクチン散布県 

*岐阜県、愛知県、三重県、福井県、長野県、富山県、石川県、滋賀県、静岡県、

群馬県、埼玉県、茨城県、栃木県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、京都府、

奈良県、千葉県、大阪府、和歌山県、兵庫県 

 

２ 野生いのししにおける豚熱対策の効果及び課題について 

（１）サーベイランス 

平成 30年９月から、全都道府県における野生イノシシのサーベイランスを開始。 

令和３年 10月現在までに全国で、死亡イノシシ約 2,700頭検査し約 1,100頭の陽

性、捕獲イノシシ約 37,400頭検査し約 2,900頭の陽性を確認している。 

豚熱感染イノシシが養豚場付近で発生している場合、養豚場での豚熱発生リスク

が高いと考えられることから、サーベイランスにより野生イノシシの豚熱の広がり

を把握することは、養豚農家に対する強いアラートとなることに加え、飼養豚への

ワクチン接種や野生イノシシの捕獲強化、経口ワクチンといった対策について戦略

的に実施するための指標となる。しかし、現状では中国四国や九州等ではサーベイ

ランス検査数が不足していることから、正確な浸潤状況の把握が困難となってい

る。また、淡路島でも発生が確認されており、離島におけるサーベイランスも含

め、検査数が不足している地域においては早急に検査数を増加させる必要がある。 



（２）捕獲強化 

豚熱陽性の野生イノシシが確認されている県及びその隣接県等の 36都府県におい 

て、養豚場の周辺や、イノシシの移動制限に重要な地域を捕獲重点エリアに設定し、

捕獲強化を図っているところ。令和元年度の集計(令和３年 10月時点で最新)では、約

64万頭の野生イノシシを捕獲・狩猟。 

（３）経口ワクチン 

経口ワクチンの散布開始から２年以上が経過した岐阜県と愛知県においては、発生

のピークから時間が経過したことにより豚熱感染イノシシの減少傾向が確認されてい

る。一方で、免疫付与個体の割合はピーク時から減少している(７割から１～４割程度)。

このような中、岐阜県では再び少数ながら豚熱感染イノシシが６月以降散発的に確認

されている一方で、愛知県では令和２年 10月を最後に、豚熱感染イノシシは確認され

ていない。しかしながら、周辺県においては豚熱感染イノシシが継続的に確認されて

いることから、引き続き対策を実施していく必要があると考える。 

その他の県においては、経口ワクチンを含むイノシシ対策を早期に開始した県につ

いては豚熱感染イノシシの減少は確認されている傾向にあるものの、免疫付与個体の

割合についてはバラつきがあり、一部の県にておいては継続的に豚熱陽性イノシシの

感染が確認されている。 

 

３ 今後の野生いのししにおける豚熱対策の方針について 

（１）サーベイランス 

   中国四国地方や九州等のサーベイランスが不足している地域のサーベイランス検査 

数の増加を目指す。サーベイランスの促進を図るため、より多頭数を短時間で検査で

きるような新しい検査系の導入や、県の検査施設で対応しきれない検体についてサー

ベイランス検査の外部委託体制の整備等を進める。 

（２）捕獲強化 

   環境省や都道府県、猟友会等、関係機関と連携し、引き続き捕獲の強化を図ってい

くとともに、入山時の交差汚染防止対策や捕獲したイノシシのサーベイランスへの協

力については関係機関を通じて捕獲者に周知していく必要。 

（３）経口ワクチン 

   経口ワクチンは、現在ドイツからの輸入に頼っており、安定確保が課題となってい 

るため、確保した経口ワクチンを効果的な地点に散布することが重要。したがって、 

散布地点については養豚場への感染リスクの低減を第一とし、許可を得た上で養豚場 

の周囲や養豚場へ続くイノシシの移動経路等にワクチン散布を行うことを優先。第二 

に感染拡大防止のため、特に国内の感染拡大辺縁県の感染イノシシの急増場所への散 

布を行う。 

また、各県の状況に応じて、適切なワクチン散布量について検討を行う。 

さらに、如何に多くのイノシシに散布したワクチンを摂食させるかが重要であるこ 

とから、より効果的かつ効率的な新たな散布方法について、検討・実証を行う。 

 




